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はじめに
東西冷戦の枠組みが崩れつつある現在，国際秩序を大きく揺さぶってい
るのは新たな「民族問題Jである。それはソ連・東欧から中東に至る世界
各地に広がり，まるで「一民族一国家」をめざしているかのように国境の
再編成を求める動きが急である．地域紛争はこれまでみられたような米ソ
代理戦争的構図が薄れ，より根源的なエ見ニシティに基づいた，奥深い民
族対立を浮き彫りにしている。衝突で流された血は次々と「聖地」と感情
的なしこりを生むため，上からの一方的な政治的解決では収まらない。こ
のように民族問題は極めて情緒的な側面をもち，エスニシティ，より端的
にはアイデYティティと深く関わるものである。
加えて1993年は国連の「国際先住民年jである。この年発表される，先
住民族の権利保障の枠組みとなる「先住民族に関する世界宣言」起草のた
め，国連の先住民作業部会が活発に活動している。
このようにエスニシティや先住民族の権利に関わる問題は，現在，非常
に重要な課題である。この論文ではニュージーランドの先住民族マオリ
〔Maon〕の復権運動をとりあげ，彼らがお由通れてきた立場を述べるととも
に，彼らの権利の回復がどのように，どこまで計られているかを切らかに
したい。また，マオリのアイデYティティがどういった権利となって表現
されているのか，運動が多数派の白人社会にどのように受け入れられてい
るのか，などの点に留意したい。
世界の先住民運動の動向を研究することは，冷戦終結後の民族自決の方
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向を探り，世界の新秩序を考えるうえで大きな意味をもつであろう。
I ワイ宇ンギ条約とワイヲンギ審判所の成立
(1）《ワイタ γギ条約》 ニュージ ランドの先住民マオリは， 1840年，
イギリス政府とワイタ γギ条約（Treatyof Waitangi）を結び，イギリスの
支配下に入った。これはマオリの伝統的な権利を保証するという但し書き
っきで，イギリ旦への主権の譲渡を記している。この条約は現在まで二重
の意味で両者を縛り続けている。つまり，条約はマオリの権利が侵され主
権が奪われる手段となったが，マオリの伝統的な権利を保証していたこと
も立証しているのである。
しかし，ワイタ γギ条約が軽んじられてきたことは，条約を結んだ当の
白人政府がこれに違反する法令を出し続けたことからも明らかである。法
廷においても条約は無視されてきた。 1847年の判例では，条約には何も参
照する余地がないとしている。さらに1877年には，条約は法的に「全く無
効である」とし，ニュージーランドに対するイギリスの主権の主張は，発
見と所有の優先権に基づくと断じている。その理由は，そこにはただ「野
蛮人」が住んでいただけだから，である0"'
(2）《ワイタ γギ審判所の成立》 19世紀から長い間有名無実化してきた
ワイタγギ条約が，ニュ ジーランド国家における白人とマオリの関係の
原点として見直され始めたのは， 1970年代頃からである。
第2次世界大戦以降，急速に都市化が進んだマオリは，土地や資本から
疎外された労働者となっていった。石油危機がニュ ジーランド経済を
襲った不況の影響で，社会福祉が後退L，失業者の数が増加した。こう
いった社会のしわ寄せを最も被るのは，常にマオリであった。
1970年代に入ると，マオリの若者を中心として新しい抵抗運動が起こっ
た。それは階級闘争や労働問題，人権から見たマオリ差別の告発といった
ものから，マオリ学生によるマオリ語復活の要求，ランド・マーチに代表
される失地回復運動，マオリの伝統儀礼の復活など広範囲に及んだ．やが
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て，このようなマオリの社会・経済・文化的活性化運動は，白人との対等
の権利やマオリの土地・資産・文化に対するマオリ自身の決定権の回復を
要求する痕拠として，ワイタ γギ条約を前面に押し出すようになった。
マオリばかりでなく，ニュージーランドの国民意識の成長とともに，条
約は社会に大きな意味をもつようになった。条約締結日は祝日となり，
様々な祝賀行事が催されたが，それはマオリの抗議行動の対象ともなった。
こうして，国（Crown）がワイタγギ条約による義務を履行してこなかっ
たため起き続けた，マオリの悲嘆・苦情〔grievance〕の増大に対して，政
府は何らかの対処を迫られた．その結果， 1日75年，当時の国民党政府はワ
イタγギ審判所（WaitangiTribunal)を創設した。
ワイタνギ審判所はマオりの土地，漁業，森林，水路なと可こ関する伝統的
な権利を保証したワイタ γギ条約の原則・理念に合わない様々な事例を審
理する機関である。しかし，発足当時は実状にそぐわない骨抜きの審判所
であった。
つまり審理の対象を1975年以降に起きた事柄に限り，過去は不問として
しまったのだ。過去からの積み重ねによって，劣悪な立場に置き去りにさ
れてきたマオリにとってこれでは意味をなさなかったのである。また，裁
判官は白人であり，開廷される場所もマオリが伝統的な様式に従って発言
するのにふさわしくないホテルのホールなどであった。審判は強制権をも
たない勧告のみで，それも政府の計画・方針に背くような勧告は出されな
かった。
1日81年になって初めて，伝統的なマラェ（marae：集会場〕においてワ
イタ γギ審判所が開かれ，マオリが安心して発言できる環境が整った。裁
判官も白人1人，マオリ 2人となって，マオりの側にたった調査が行わ
れ，政府の計画に背く勧告が出され始めた。ょうやくワイタンギ審判所が
実質的に機能するようになったわけである。
1984年にロYギ（Lange〕が率いる労働党が政権につくと，マオリ政策
は大きな変化を見せた。ωマオリの復権運動の盛り上がりを背景に， 1985
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年にワイタ γギ審判所の審理の範囲は， 1840年の条約締結時にまでさかの
ぼるよう拡大された。白人政府の登場以来，あらゆる法や政策に抑圧され
てきたマオリが，初めて白人の法に則った手段を用いて，白人社会に対し
て公然と抵抗姿勢を露わにしたのである。
このようにして，土地権問題や伝統的な漁業権などを中心に200件近い
訴訟がワイタγギ審判所に起こされている。土地問題では，ニュージーラ
ンドの国土全体の85%が何らかの形で係争中であるという。しかし，訴訟
件数の多さ，訴訟ごとの歴史的調査に時間と人手がかかること，白人文化
に沿ったそノカノレチュラルな司法体系など問題も多い。悶
また，最大の問題点は，罰則規定をもたない勧告しか出せないことであ
る。ワイタ γギ審判所の勧告は政府に対する強制権をもたないとはいえ，
政府はマオリに行ってきた過去の不正をあからさまにされた上で，さらに
その改善要求を無下に顧みないわけにもいかなかった。ただし，南島のほ
ぼ全部をおおう土地権訴訟などもあり，白人側も単純に「社会正義（so-
cial justice〕Jを通してもいられないことは明らかである．
マオリ側からすれば，多額の費用と時閑をかけて積年の苦痛を問うた挙
句の勧告が，実効のないものとなるわけである。ワイタ γギ審判所も土地
の全面返還というような非現実的な勧告は出さなかったので， 7オりの不
満を募らせた。勧告が無視されると再審請求する場合もあり，いたずらに
訴訟の件数を増やす結果となった。
このようにワイタ γギ審判所の出す「勧告」は，双方にフラストレ－-; . 
yを残L，講を深めることが多いように思われる。また，訴訟件数の多さ
を考えると，ワイタ γギ審判所を全国レベルと地方レベルにおくことや，
マオリ語を生かせるマオリ学生やカウマツ7 〔kaumatua：長老）を組み
込んだ調査機関の設置が急務であろう。
またワイタ γギ条約の法的位置づけも盛んに議論されている。国際法と
位置づけられるのであれば，ニュージーランドのあらゆる慣習法より上位
に考えられ，マオロ側が訴える法的根拠がずっと強くなる。従って，ワイ
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タンギ審判所が強制権を得る可能性も増すわけである。仰
さらに， 1987年の総選挙でも大勝したロγギ労働党政府は，徹底した合
理化政策を遂行し，不採算部門の切り捨て，政府機関・公社の民営化や統
合を行った．その結果，マオリ省もデ、ゲォノレーショ γ（devolution：権限移
譲〉政策に基づいて廃止されることとなった。
デグォノレー ショ Y政策は，政府（マオリ省〕が行っていたマオリ関係の
業務・サービスを，マオロのトライバル・オーソリティーズ〔tribal
authorities：部族の代表機関）に移譲するというものである。政府が握っ
ていた「権利・義務・資源」を段階的に移譲して，マオリの部族組織に
定枠内のコントロールを任せる訳である。 1989年にマオロ省は廃止され，
新たに縮小されたマオり局と，イウィ・トランジッショ γ ・エ ジェン
シー (ITA, lwi Transihon Agency，マオリ語では， TeTAI; Te Te 
Tira Ahu lwi：部族への移行措置機関〉が創設された。後者は今後5年間
のうちに，イウィ (iwi：部族〉の代表事業機関が円滑に意志決定機関とし
て機能しえるように移譲を管理している 0 ., 
以上のようなマオリをめく、る社会的・政治的環境の動向の中で，ニュー
ジーランドは1990年にワイタγギ条約締結150周年を迎えた。イギリスから
はエリザベλ女王が来て，祝賀行事が盛大に執り行われた。ワイタγギ条
約はマオリのみならずニュ ジーランド社会全体のキーワードとなってい
る。現在では学校や公共機関などに，ワイタγギ条約の英語版，マオロ語版
とその英語訳が掲げられ，政府による広報活動も盛んである。 fワイタンギ
条約の原理」は白人とマオリが共存繁栄するための，ニュージーランド社
会の出発点のように謡われている。
以下の章では，筆者がフィールドとしているマオリの部族の事例に沿っ
て，マオリの復権運動の実情を検討していきたい。
Il キンギヲJガ
筆者はオークランド（Auckland）の南からワイカト (Waikato）地方を
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伝統的領域とする，タイヌイ・ワカ（Tainuiwaka〕と呼ばれるマオリを調
査の対象としている。彼らはキYギタ γガという民族主義的運動・復権運
動の中心部族である。【町
（！）《キンギタ γガ創立期》 19世紀半ば，白人による土地喪失の危機に
さらされていたマオりは部族連合を結成し，中でもマナ〔mana・聖なる
力）の高かったタイヌイの首長をマオりの王ポタタウ（Potatau）として選
んだ。そして彼らは，キンギタ γガ（Kingitanga;Maori King Movement : 
マオロ・キング・ムーヴメ Yト〉という土地不売の抵抗運動を起こしたの
である。キンギタ γガの土地は「マオロの主のマナが及んでいる」ため「タ
プ（tapu：神聖不可侵）Jであり，白人の売買の手が入るのを禁じたのであ
る。
キンギタ γガは土地戦争に対して消極的であったが，逆に白人の方が肥
沃で便の良いタイヌイの土地に触手をのばしていた．そのため武力衝突に
巻き込まれ， 1863年の「反乱鎮圧法」によって，ワイカト地方の
1,205, 000エーカー（後に314,000エーカー返還）が反乱軍の土地として没
収された。
「ラウパツ（ra叩 atu) ：土地没収J。キYギタソガにとって，この記憶は
白人との対時姿勢を崩さない根幹の理由となって，現在に至っている。
キンギタ γガは当初はタイヌイ以外の部族も含む部族連合であったが，
土地戦争を経た後には，タイヌイ独自の民族主義的運動へと成長していっ
た。 1860年には，ポタタウの息子タフィアオ（Tawhiao〕が第2代王に即
いた。タフィアオは預言者約カリスマ性もあり，運動に千年主国的色彩を
加えた。問
キンギタ γガは土地戦争以降も，再生の核である土地の返還を要求し，
マナの回復を訴え続けた。タフィアオは1884年にイギリスへ行き，政府に
土地没収の不当性と救済を訴えたが，組民地政府のやったことに介入はで
きないとして相手にされなかった。 1903年には第3代主マフタ（Mahula〕
がニュージーラYド政府の立法府の議員になって，マオリの土地政策に変
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化を試みたが挫折した。さらに第4代主テ・ラタ（TeRata〕も1914年にイ
ギリスヘ行き失地回復を訴えたが，これも失敗した。
(2）《キンギタ，i転換期》 テ・ラタの時代，タフィアオの孫でテ・ラ
タのいとこにあたるテ・プエア（TePuea）という女性が，キンギタ γガの
傑出した指導者となった。ω
第l次大戦の際，キンギタγガ傘下のマオリは戦い守る土地を喪失した
ことや，タフィアオの武器放棄の命を理由に，テ・プエアは徴兵制反対運
動を展開し成功した。次に，タフィアオの故郷であるナルアワヒア
(Ngaruawahia）に，トゥラγガワエワェ（Turangawaewae 人が立つ場
所，転じて故郷〕・マラエを再興し，伝統的なマオリのコミュニティーを
作った。テ・プエ7はこうした事業のための資金を，当時廃れていたマオ
リの伝統的な歌と踊りを復活L，舞台を巡業することで獲得した．このよ
うにテ・プエアはマオリの伝統的な側面を再活性化させることで，キYギ
タγガの新しい局面を作り出した。
一方，テ・プエアは白人の権力側との接触も積極的に行い，ワイカト地
方の失地回復問題の打開を模索Lていた。ついに1946年，政府との問で
「失地回復問題」が土地没収に対する「賠償問題jにすりかわって，「金銭
的解決Jが得られた。政府は無期限に年額10,000 NZ$，及び45年間年額
2,000 NZ$の賠償金を支払うことを決定したのだ。そして，その金を管理
するために，タイヌイ・トラスト・ボード（TainuiTrust Board ：タイヌ
イ信託機関）が創設された。
それでも，キYギタγガのカウパパ（kaupapa・基礎的思想，原理〉は現
在に至るまで「取られた土地は取り返せ。金は過去の過ちに対する弁償に
過ぎない（“Imo whenua atu me hokt whenua mat Ko te moni hei 
utu mo te hara”）Jというものである。この賠償金は土地に対してではな
く，戦争で流された血に対Lて支払われたものである，としている。そこ
でラウパツ〔土地没収〕そのものに対しては，後述するように，ワイタγギ
審判所にその是正を訴えている。
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(3）《現代のキンギタ γガ》第6代目で初代クイーYであるテ・アタイ
ラγギカーフ〔TeAtairangikaahu）が1966年に即位L，現代におけるキン
ギタ γガは硬軟，両面から民族主義的運動を展開している．側
まず，テ・アタイラシギカーフは歌と踊りの大会や伝統木彫の展覧会の
後援をしたり，マオリ語幼稚園協会の理事を務めるなどマオリの伝統文化
の保護発展に努めている。また，キンギタ γガはトウランガワエワエをはじ
めとする多くのマラエで様々なフイ（hui 集会）を活発に催し，マオリ語
と伝統儀礼を存続させている。マラエはマオリの共同体の中心であり，宇
宙観・マオリタ γガ（Maoritanga：マオりであること）の中心ともいえる。
そこでの活動は，マオリらしさを次世代に伝えていく場として大きな意味
をもっている。
また，テ・アタイラγギカーフ自身は複雑化したマオリの部族聞の利害
関係を超越し，マオリ全体を烏敵L得る立場におり，キンギタ γガだけで
はなくマオリタ γガの、ンンボルとなっている。それ故，白人社会とマオリ
社会との聞に橋を渡す役割も担っており，ワイタ γギ条約150周年記念式典
においても，主催者側後援のマオリ代表として，ニュージーランド総督，
労働党党首，国民党党首とともに名前を連ねている。問
その一方で，キンギタ γガ傘下のマオリは各地で伝統的な権利の回復を
求めて，ワイタ γギ審判所に様々な訴訟を起こしている。それにはキンギ
タγガ全体が関わり，支持活動をしている。たとえばタイヌイ・トラ λ ト
・ボードは，タイヌイの領域内にあるワイカト大学のマオリ研究所と連携
して，多くの調査報告書を出版している。さらに，それをもとにただ訴訟
を起こすだけではなく，政府のマオリ政策やニュージーランド社会全体に
働きかけるような意見活動・広報を行っている。最近では，国連の先住民
作業部会に参加したり，北米のインディアンやオ ストラリアのアボリジ
ニなど世界の他の少数民族と提携して，それぞれの復権運動の比較研究を
行なうなど，国際的視野を養っている。
このような政治的・社会的戦略も，現代の民族主義的運動には欠かせな
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いものである。前述したテ・アタイランギカーフの活動と双方を組み合わ
せて初めて，キYギタγガの全体像が理解できる。
キYギタンガが関わる訴訟は土地権から漁業権，自然に対する伝統的な
精神的価値観など包括的で多岐にわたっている。次章では，その訴訟の内
容を幾つかみてみたい。
田 空イヌイ，キンギヲシガの訴訟活動
マオリが訴訟で訴えている内容をみることは，彼らのおかれている現状
を探り，次のステッフ．をどこにおいているか，ということを見極める手立
てとなるであろう。また，訴訟の結果，双方の社会にどのような変化がみ
られたか，ということも注目される。
(I）《土地問題》既述したように，土地戦争の際，没収されたワイカト
地方の土地は120万エーカーにのぼり，失地回復はキンギタνガにとって第
l課題であった。その土地は消費圏に近く，酪農業に適した肥沃な土地で
あり，またワイカト川や石炭，チタン，砂鉄，地熱などの天然資源が豊富
でエネルギー産業にも最適て、あった。実際，政府はここにエネノレギー基地
をつくり，広大な牧場を営む白人酪農家が多い。
また，他の経済的資源もなく土地を失ったということは，貧困，失業，
病気，教育程度の低さ，マオリのマナ平文化の喪失，政治的脆弱さ，無気
力などのマイナス面を次々と引き起こしていった。政府はこれに対して，
痕本から問題の解決を図ろうとはせず，ただ後手にまわった当座しのぎの
般的な社会保障政策でことを収めようとしてきた0un 
政府の特別委員会やワイタ γギ審判所が出した公文書も，この土地没収
を「不正J，「不当なやり過ぎJ，「不道徳」（1928年）間，「不法行為j 〔1981
年〕間，「取り決め直さなければならないこと」 (1985年〕｛同と報告している
のである。
1987年，タイヌイ・トラスト・ボードは政府とワイタンギ審判所に対し
て没収された土地の返還を請求した。最良の解決は，完全な失地回復，そ
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してタイヌイのマオリが被った不当な行為・待遇に対する補償金，及び土
地没収による経済的損失に対する補償金が支払われることである。
しかし没収された土地は大部分が個人の所有地となっており，これを園
が買い上げた上で返還するということは，ニュージーラYドの現在の政治
的・経済的状況を鑑みればおよそ現実的ではない。そのため，タイヌイ・
トラスト・ボードは，土地権，資源の返還，補償金の3つを組み合わせた
解決法を提示している。間
土地（土地権〕について，具体的に見てみよう。
①未使用地の返還。②没収の痛手を受けたタイヌイのハプ（亜部族）に
農地を提供すること。③ハY トリー〔Huntly〕の石炭産業に代表されるよ
うな地下資源と土地の権利の移譲，経営参加。そうした企業にタイヌイの
人々の雇用機会と職業訓練の場を増やすこと。④病院や郵便局など公共施
設とその土地の権利の移譲，その上で使用者へ設備貸付け．そうした事業
にタイヌイの人々の雇用機会と職業訓練の場を増やすこと。⑤公園や保護
地の土地権の移譲。国が管理するとしても，タイヌイも伝統的なカイチャ
キ（kaitiaki：保護者）の役割を担って計画に参加。⑥ワイカト川などタイ
ヌイの領域の西側の海岸，およびワイカトJIIと河床に対する権利，タイヌ
イはそれらに対するカイチャキであり，管理・計画する役割をもっ。ま
た，これまでの資源汚染に対する補償。間
補償金問題では， 1947年に決定した賠償金の金額がインフレのため，か
なり目減りしているので，物価スライド制の導入を訴えている。m
さらに，後手にまわる社会保障給付よりは，多額の補償金を受け，それ
をタイヌイの人々に対する教育や職業訓練の資金に活用しようとしている。
具体的にはマオリ語教育の充実，マオリ学生に対する奨学金・寄宿舎，マ
オリの大学や職業訓練校，科学技術訓練校などを設立する計画をもってい
る。間
こうした訴えに対して，政府からはまだ何の返答もない。ワイタγギ審
判所も調査を行っている段階である。
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この訴えの中で現在最も注目されるのは，土地権の③で述べた，タイヌ
イ領地内における天然資源の開発問題である。
政府は没収した土地内にあるハY トリーの固有炭鉱を民営化L，さら
に，炭鉱企業を土地，石炭資源，施設ごと競売にかけようとした。これに
対してタイヌイ側はそれを差し止める訴訟を起こし， 1989年の控訴審でも
勝訴した。間現在タイヌイ・トラ；；＜，ト・ボードは，土地と炭鉱の返還，過
去にさかのぼる鉱山使用料の賠償，これからの炭鉱企業における経営参
加，共同開発などを求めて政府と直接交渉を行っている。
しかし，政府は「土地jと「地下資源」の権利の相違，あるいは石炭の
所有権と採鉱事業の相違などをあげ，回答を引きのばL，棚上げしている
状態である。
以上のような経緯を見ていると，白人とマオリの「土地権」に対する考
え方の相違が明確に現れている。マオリにとっては，その地に伝統的に住
む者が土地にあるすべてのもの，あらゆる自然をおおった形でラγガティ
ラタνガ（rangatiratanga：主権〕をもっている．また，それ故に，彼らは
カイチャキとなって自然を保護しコントロ ノレする。それに対して，白人
は経済的・合理的に権利の線引きや取引を行っている。
また，タイヌイ・トラスト・ボードが土地権の移譲と同時に，タイヌイ
のマオリに雇用機会を広げようとしていることは注目される。 1989年3月
の時点で失業率を見てみると，白人男性の5.9%に対してマオリ男性は
20.8%という高率である。マオリの若年層は教育程度も低く，失業者とな
る確率が高いので，彼らの将来，言い換えればタイヌイの長期的展望を考
えると，雇用機会の拡大は非常に重要な意味をもっ。
炭鉱の場合も，タイヌイ・トラスト・ボードは採掘権や補償金よりも，
炭鉱企業への対等の経営参加，実際のピチネスや計画への参画を強調して
いる。マオリ自身の手で資源を開発し，事業を発展させ，タイヌイの人々
を雇い利益を還元することがねらいなのである。
このように考えると，マオ担の教育環境の整備・充実を訴えているの
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も，同様に長期的な展望にたった，タイヌイの人々の経済的自立・発展を
めざしたものであることがわかる。
以上のように，タイヌイは土地を失ったことによる様々なマイナス函の
悪循環を，可能な限りの土地の返還，補償金や資源、の活用，事業の運営，
雇用の拡大，教育の充実などを獲得することで断ち切ろうとしている。そ
して，白人社会に依存しない，タイヌイ独自の経済発展をめざしている。
それが彼らにとってのランガティラタンガの回復であり，豊かさを共有でき
る社会なのである。
②《マヌカウ訴訟（ManukauClaim）》 これは1984年に， yガネコ・ミ
ンヒニック（NganekoMinhinnick）がワイタンギ審判所に提出したマヌカ
ウ湾をめぐる訴訟である。 γガネコはキンギタ γガが地域ごとに設けた管理
運営局の一つ，フアキナ・デヴェロップメント・トラスト〔Huakina
Development Trust）の有力な指導者である。刷
マヌカウ訴訟は1985年に「マヌカウ・レポートjとし、う勧告書を出して
結審した。これは非常に包括的な訴訟であり，マオりが抱える多くの根源
的問題を含んでいたため，マヌカウ・レポートは現在に至るまで，ワイタ
γギ審判所の重要な判例のひとつとされている．
マヌカウ訴訟の内容を概括すると，マヌカウ湾の所有権・使用権・コン
トロールに関する包括的な要求であり，排水・干拓事業などによる汚染・
環境破壊，伝統的な漁業資源の保護，マオリの漁業権の認知，地域開発の
影響を受けるマオリの土地の保護，開発計画にマオロの立場・利益・文化
・価値観が反映されること，聖地・伝統的文化遺物の保護，土地戦争とそ
れに続く法の不当性，ワイタ γギ条約の解釈，などを問題としている｝＇I》こ
の中の幾っかをみてみたい。
1) ＜マヌカウ湾の所有権〉 白人は何の疑念もなく海が浜に対する国の
権利を主張するが，マオリにとっては土地（地面）とは異なり，売った覚
えも譲った覚えもなく，マオリの伝統的な権利は残されているとしている。
2) ＜カイチャキ〉 マヌカウ湾は大都市オークランドのすぐそばにあり，
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都市の工場や家庭の排水，農場の排水による汚染が悪化している。また，
干拓事業による海岸線破壊，近接するオークラYド国際空港・高速道路・
汚水処理場など公共事業建設にともなう環境破壊が進んでいる。
これに対してンガヰコ側は，マオリにとって「水（海， JII〕jはタオγガ
(taonga：宝物〕であることを強く訴えている。それらは魚介類や海草な
どの豊かな食物資源を供給L，社会的コミュニケーショ Y ・ネットワーク
や輸送の場となっている。さらに，宗教的，霊的，象徴的な意味をもった
存在であり，マオリが抱く精神的・霊的幅値観〔spiritualvalues）は，はか
りしれない。そのような価値観をもてばこそ，マオりはタオンガに対する
カイチャキとして，調和ある水産資源、の利用や自然環境の保護をなし得て
きたのである。
白人社会は自然資源，特に「水」に対するマオリの価値観やカイチャキ
としての素質を全く顧みてこなかった。そこで，マオリは伝統的な価値観
の尊重や，カイチャキとLてマヌカウ湾の自然環境保護に関わる権利（環
境保護委員会に対等参加）を訴えている。
3) ＜マオリの伝統的な漁業権の認知〉 これはマラェがフイ（集会〕のた
めにカイ・モアナ（kaimoana・海の食べ物）を用意する際，伝統的に行っ
てきた共同漁業や小規模の沿岸漁業などをさす。たとえば，マヌカウ精に
面したファーターパカ（Whaataapaka〕・マラエには古くからホタテ貝と
ヒラメの料理があったが，今では自分たもの手では捕獲できず，購入する
とl回のフイで2,000NZ$〔約16万円〕もかかってしまう。
また，伝統的な漁業権を要求するのにともない，白人の商業的漁業によ
る捕り過ぎ・それによって生ずる漁業資源の枯渇の実態を調査するよう要
請している。この点は， 1986年に農林水産省が水産資源保護の目的で商業
的漁業に導入した，「移譲可能な個人割当制 (IndividualTransferable 
Quota System〕」と「漁獲許容総量〔To阻lAllowable Catch〕」に深く関
わっており，これに対してγガネコ側が提出した報告書も併せて考察した
し、。
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ニュージーランドは1978年に， 200：カイリ排他的経済水域を設定L，漁
業は最近では最も成長が著しい第1次産業である。主にマグロ，タイ，イ
カ，ヒラメ，イセエピ，カキなどを捕っており，漁獲量の大半は輸出用
で，輸出先の第l位は日本である＠間
新しく導入された両制度は，魚の種ごとに許容漁獲高を定め，それを1
年ごとに各自に割当てるものであるが，その割当てられた権利は取引が可
能である。これによって漁師による小型はえなわ漁は弱体化L，漁業会社
の合併・大型化が進み，底曳き漁が盛んになった． γガネコ側はこれに対
L，農林水産省とワイタ γギ審判所に次のような要望書を提出した．
①商業的・非商業的を問わず，漁業資源に対する根本的なカイチャキと
してのマオリの立場の確立。②農林水産省との将来的なパートナーシップ。
③非商業的漁業における公平な分配。④海の汚染と漁獲量制限の問題の調
査。⑤商業的漁業における公平な収益分配。⑥沿岸から100マイノレまでの
マオリの漁業参加．醐
しかし農林水産省は，マオリの伝統的な漁業権を認めたワイタ γギ審判
所の勧告と同様，これにも応えなかった。間
4) ＜開発計画とマオリ〉 白人中心の当局側が起こすあらゆる計画や事
業は，マオリの伝統的な価値観を悉く無視している。概して白人が自然に
接する態度は合理的・現実的であり，その利用が商業ベースになりがちな
のに対して，マオリは共存共栄を考え，精神的・霊的価値観をもって接
L，必要な分しか利用しない。
当局は「公共目的のための開発」という錦の御旗のもと，マオリの聖地
を強制収用し採翻している。中には，いったん国有林として収容された
後，砂鉄が確認され，ワイカト川の水を用いた製鉄工場が建設された聖地
もある。これはワイカト川の水の汚染にもつながり，タオγガを幾重にも
侵す，マオリには許されがたし、行為である。
これ以上このようなことを繰り返さないために，あらゆる開発計画にマ
オリの意見を反映できるシステムの早期実現が望まれている。それも，形
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ばかりのマオリ参加で意見をきいた後，多数決という民主主義によって，
明らかに品数であるマオリ側を却下するようなものであってはならない。
マオリが自分たちを取り巻く環境に責任をもって，ラγガティラタγガを行
使できるような社会の意志決定プロセスの確立が必要である．
このようにマヌカウ訴訟は，伝統的なカイチャキとしてのマオリキ，自
然に対する精神的・霊的価値観をもっているという点を強調している。特
に後者は白人の一般的な尺度では測りきれない根の深い問題である。これ
は「水」に対する権利意識の相違をみても明白である。白人は一言で「水
利権」というが，マオロの場合は［コミュニティーが共同で水とともに生
き，水の資源とともに共存L，生活する権利Jということになろう。
こうした伝統的な世界観や価値観を反映した権利要求は，深くアイデy
ティティに基づいており，白人側からすれば非常に分かりにくいものであ
る。白人にとって地球環境の保護は大テーマであっても，自然と人聞を
分けた合理的な世界観をもっている彼らにとって，自然の中に人が混然一
体化L，森羅万象に神をみる考え方はやはり異質なものである。白人側は
経済開発と環境破壊を天秤にかけられるが，マオリにはもともとそのよう
な天秤が存在し得ない。そして白人側は「補償金」で片のつかない問題に
とまどい，停滞するニュージーラγ ド経済の要因の一つにマオリのこのよ
うな態度をあげ，いらだちを募らせている。一般的な白人社会は自然と調
和のとれた経済発展よりも，開発にフレーキをかけるものを排除する姿勢
が優勢である。
しかし注意Lなければならないのは，マオリが決して開発や経済発展へ
の道を閉ざしているのではないということである。たとえばマオりにとっ
て，商業的漁業は雇用拡大につながる成長産業として，熱心に進出が図ら
れている。そLて長い時をかけて培われた，カイチャキの言い伝えを応用
した漁業開発であれば，水産資源の保護にもつながる。その方が自然に
も，マオリキ白人にもより良い発展，パラYスのとれた共存共栄の道が関
かれる，というのである。
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N 今後の展望
以上のように，マオリはワイタ γギ審判所の審理が1840年にまで範囲を
広げ， 19日日年のワイタγギ条約150周年を迎えたのに勢いを得て，活発な訴
訟活動や復権運動を繰り広げている。間
しかし，こうした運動に対する白人社会側の抵抗も陰に陽にみられる。
1988年10月，オークランドでマオリの土地権・漁業権復活を要求するデそ
が起きた時には，それに対して白人側の農牧業・漁業関係者の反対デモが
起きた。一部の急進的なマオリの非現実的な復権要求は，ニュージーラン
ドの大多数を占める一般の白人に脅威を与えており， 1989年の調査では政
府の人種関係政策に反対する国民は66%にのぼった。四
たとえば教育政策において，マオリがマオリ語と英語のバイリ yガノレ教
育を要求することを白人は理解できても，白人自身の子供が必修でマオリ
語を習わなければならなくなった場合，ほとんどの者が必要性を認めず，
反対することは想像に難くない。白人7ナウYサーが口にするマオリ語の
地名の発音が正しくないとマオリが批判すれば，すかさず，そうしたマオ
リ語の英語的発音は既に市民権を得ていると白人側から反撃が起こる。こ
のような日常生活における感情のもつれや認識の落差が，マオリに対する
優遇策に厳しい視線を向けさせるもととなっている．
歴史的に見ると，ニュージーランドは比較的「社会正義jに敏感な社会
である。しかし深刻な経済不況が続く時期には，政府はマオリの伝統的権
利の復活よりもニュージーランド社会全体の発展を重視するべきであると
白人側は考えるであろう。白人体制側に利するような，経済状況を好転さ
せようとする政府の政策に，ワイタンギ審判所がストップをかけ続けたら，
白人側のいらだちは増すばかりである。確かに，経済の活性化は紛争のエ
ネルギーを吸収L，衝突を避ける有効な手立てではある。雇用機会が増
L，潤沢な資金が全体に行き渡れば，マオリの経済発展の担い手を育成す
ることも容易となる。ただし，ここで関われている「先住民族の権利」
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は，本来，経済の好・不況に左右される性質のものではないことがより問
題を複雑にしている。
マオリ側からすれば，もともと社会的・経済的自立の土台である土地を
含むすべてを奪われてきたため，白人社会に依存せざるを得なかった歴史
がある。経済政策が破綻したからといって，福祉政策の後退と同じレベル
でワイタ γギ条約を切り捨てられては，自立の鍵をまた失ってしまうこと
になる。マオリはニュークーランドの大多数を占めてしまった白人の「善
意や情け」による解決ではなく，ワイタンギ条約で認められた平等なパー
トナーシップに基づく交渉による解決を求めているのである。
ニュージーラソド社会全体におけるワイタ γギ条約のコソセYサ 3えのな
さは，マオリと白人を結びつけるよりも，新たな対立を生むだけである。
いくら公共施設にワイタ γギ条約を掲示したところで，ただの流行りの壁
掛けに終わってしまう。まず，マオリ語の通じる公共施設を増やすといっ
た地道な方策が取り入れられなければならないであろう。
その点，白人の自然環境保護運動や人権運動と，マオリの復権運動との
連携は注目に値する。マオリ独特の精神的価値観である「カイチャキ」と
いう考え方や自然と調和する生き方は，草の根レベルで展開されている
ニュ ジーラY ド自然保護運動の共鳴を呼んでいる．また，宗教関係者も
含む人権運動は，南アフリカのアパノレトヘイト反対運動に参加するのと同
様の積極性をもって，身近なマオリ問題に目を向けようとしている。
このように，マオリの復権運動，そして白人との対等なパートナーγ ツ
プ，公平な権利を求める運動は，ゆっくりとではあるが新たな展開を見せ
ている。政府のいう「マルチカノレチュラノレな調和のとれたニュージーラン
ド社会」が，机上の美辞麗句に終わらないためにも，白人社会はマオリの
要求に正面から対応することが望まれる。その場しのぎの「補償金jの濫
発では，問題の根本解決につながらないことは明白である。
先住民族は長い間，経済開発と科学技術の犠牲となってきた。彼らの復
権運動は，いわば蝕まれた地球環境，自然からの警告でもある。マオリに
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とってニュ ジーランドの大地や水を含む森羅万象はタオγガである。精
神的・霊的価値観をもっマオりはそれら森羅万象にラγガティヲタ γガを
もっ伝統的なカイチャキである，という γガネコの訴えに誠意をもって理
解する態度こそが必要といえる。その上で，両者にとってどのような対等
な関係が築き得るか，それを社会的・経済的な場面でどう実際に生かして
いけるか，ということを模索しなければならないと考える。
注
(1) Walker』 R，“TheTreaty of Waitangi Todayヘ（Paperdelivernd for CCE), 1987, 
pp. 3-5. 
(2）マオリは伝統的に労働党支持である.99議席中4議席あるマオリの特別枠は常に卦
働党議員でしめられる．
(3) Mahuta, R (ed ), Submoss;on to Treaty of Wa.,ang> Tribunal, Akaurau Marae, 
Ihumatao, 16 August 1985, Centre For Maori Studies and Research, （以下
C.M.S. R と略す）, Univ. of Waikato, New Zealand, 1985. 
(4) Kingsbury, B.，“The Treaty of Waitangi: some international law aspects”m 
Kawharu, !.H.(ed.), Waitang>: Maori and Pakeha Perspectives of the Treaty of 
Waitangi. Oxfocd Univ. PreS<, 1989. 
（司部族が請け負う事業は住宅政策，職業司嚇プログラム，児童福祉プログラムなど非
常に限定されたも白である．
(6）マオリはカヌ 移住神話に起源をもっワカ〈カヌー船団民族〉からイウィ（部族〉，
ハプ（亜部族〉が派生したとする分節的な部族構造をもっている。ハンソンはカヌ
船団にまで祖先をたどるこうした考え方は，本来（！）マオリのものではなく，新たに
「創造された伝統」であるという興味深い議論を提示している.Hanson, A.，“The 
Making of Maori: Culture Invention and Its Logic", American Anthrnpologist, 
91 4, !98日， pp.890902. 
(7) キンギタνガ四詳細については拙稿参照．内藤暁子，「ニュージーランド・マオP，キ
γギタνガり変遷と問題点J，『史苑』第49巻第1号，立教大学，東京， 1989年， 24ー
55頁．
(8）テ・プェアは「ニュージ ランド白政治的歴史町中で最も影響力りあった女性」と
いう評価を受けている。 Pococlι ）.（ed.),The Maori and New Zealand Pol山口
Talks from a N.Z.B.C. series則的 additionalessays, Blackwood & Janet Paul, 
New Zealand, 1965, p.8. 
(9）テ・アタイラνギカ フは1933～1966年に在位していた第5代王コロキ〔Korokr〕の
娘である．
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aw マオヲ復権運動の長にある者が，形式上とはいえニュージーランド「建国J祭を後援
したことについては批判も多い．
OU Mahuta, R. l “The Seacch for Justice", Puna Wm同•re, New Zealand Pl叩 ning
Council, Wellington, 1990, p.28 
Q~ Sim Commi,,ion Report, 1928 
QW Bentinck-Stokes Report, 1981. 
Q~ Manu如uReporτ，Waitangi Tribunal, Wellington, 1985. 
0~ Mahuta, R., op cit pp.31-32 
自由 Mahuta, R., op.cit. pp.32-33., Mahuta, R., “Tnbal Developmenト－ A Way 
Forward”，（Paper delivered for Commemorabve Symposium on Race Relations m 
New Zealand: 150 Years After the Treaty of Waitangi), 1989. 
自由 Mahuta, R, “The Search for JusticeぺPunaWairere, New Zealand Planning 
Council, Wellington, 1四日， p.3. 
o~ ibid. p.33. 
o~ こり控訴審はいったん，英連邦昭最高司法機関である枢密院司法委員会に回付され
ることになったが，今更「母親に甘える」ょうであると批判を浴びて取り下げられ
号乙．
側 γガネコはνガティ・テ・アタ（NgatiTe Ata〕というハプに属L，彼らは古くからマ
ヌカウ湾近辺に居住していた．
~O Manukau Repo吋， WaitangiTribunal, Wellington, 1985. 
ω漁業白輸出高は1987年676.3NZ$（単位： m$),1989年818.9NZ$である．日本への輸
出は44%をしめている．
tl$ Hopa』 N.,Submission on behalf of Tainui Maori Trust Board to the T,.aty of 
Waitangi Tr訪問wl,C.M.S R Univ. of Waikato, New Zealand, 1987, pp.12 15. 
例 マオリにとって漁業権の復活は，土地返還要求に比べてより現実味りある「切り札」
であった．伝統的な漁業からさらに成長産業としての商業的漁業に参加できれば，
マオリの社会的・経済的地位は飛車量的に向上できる。農林水産省はようや＜ 1989年
に「マオリ漁業条例（MaoriFisheries Act 1989）」を発表L，マオリ町商業的漁業活
動の開始を援助する組織り設立，イセzピ漁への重参加，マオリ特別漁場・特別枠の
設置などを決めた．
ω人口的にも， 1986年エュージーランドの人口約331万人町内，マオリは12.2%（約
404,000人〉をしめるにまで増加した．
00 James, C.，“The Pakeha Response to the Treaty”，（Paper delivered for 
Commemorative Sympn.ium on Race Relations in New Zealand: 150 Years Alter 
the Treaty of Waitangi), 1989. 
主要マオリ語対照表（Glossa叩）
hapu 
hui 
J、プ
フイ
亜部族
集会
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IWI イウィ 部族
kaitiaki カイチャキ 保護，管理する者
kaumatua カウマツア 長老
kaupapa カウパパ 基礎的思想，原理，土台
man a マナ 聖なる力，権威，超自然的資質
Maoritanga マオリタ γガ マオリらしさ
ロ1arae マラエ 集会場
Pake ha パケハ 白人
rangat1ratanga ランガティラタ yガ 主権，首長田威厳の証，高貴
raupatu ラウ，，ツ 土地没収
taooga タオyガ 宝物
tapu タプ 神聖不可侵，聖なる錠，禁忌
turangawaewae トゥラ yガワL ワエ 人が立つ場所，転じて故郷
waka ワヵ 事住神話によるカヌー船団民族
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THE INDIGENOUS RIGHT MOVEMENT IN NEW ZEALAND 
-The Case of Maori King Movement-
《Summary》
Akiko Naito 
Increasingly over recent years, the Maon people have reasserted the1r 
traditional rights, as approved by the Treaty of Waitangi 
In Chapter I , the background of the Treaty and the setting up of 
the Wait叩 g1Tribunal are described The Treaty guaranteed the ful 
rights of Maori chieftainship and the protection of Maori possessions, 
disregarded by the government for many years In 1975 the Waitangi 
Tribunal was set up to hear Maori grievances and at present is 
investigating more than 200 claims alleging breaches of the Treaty. 
Chapter Il explams Kingitanga, the Maori King Movement 
Kingitanga was established in 1858, ongmally to prevent the land from 
being lost and to unite the people when the chief of the Tainu1 
confederation of tribes became the first Maori King. After the war 
over land rights(l860 1872), the Waikato lands were confiscated, and 
although compensation was settled by the government in 1946, the 
principle of Kingitanga remains：“As land was taken, so land should be 
returned, compensation should be made for past wrongs” 
Chapter il deals with the Wa1tangi Tribunal claims, particularly land 
nghts and the Manukau claim, lodged by the people of Tainui. These 
claims mclude the land issue, water nghts (important because of the 
sp1ritual values of water), fisheries, and mmerals 
Chapter N is a discussion of the influence of these claims on modern 
New Zealand society, the restoration of Maori “mana (authority）ぺ anda 
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